


（様式１）
データ関連人材育成プログラム
申請の概要
(エントリー情報)

申請取組　
※斜体は印刷不要です。申請時には削除してください。
また、申請書の作成に当たって、本様式に示される表の行の高さは記述量に応じて
適宜変更することができますが、極力、列の幅の変更はしないでください。
	代表機関名
総括責任者名
	※機関の長（学長、理事長等）が、総括責任者として申請を行ってください。

	連携する地方公共団体(教育委員会)名
	

	実施予定期間
	令和2年度～令和7年度

※初年度は、取組の選定以降の実施となります。

	実施予定所要

見込額
	【所要見込額】

令和2年度：総額：○百万円（うち自己負担額　○百万円）

令和3年度：総額：○百万円（うち自己負担額　○百万円）

令和4年度：総額：○百万円（うち自己負担額　○百万円）
令和5年度：総額：○百万円（うち自己負担額　○百万円）
令和6年度：総額：○百万円（うち自己負担額　○百万円）
令和7年度：総額：○百万円（自己負担額）

総　　　 額：○百万円（うち自己負担額　○百万円）
※様式４の内容との整合性を確保してください。

	目標・行動計画の設定
	既に構築し運用している高度データ人材の発掘・育成・活躍促進のモデルの活用を踏まえた目標・行動計画について記入してください。
そのうえで、次代のAI技術を牽引する高校生の育成に資する、教育分野等で活躍できるデータ関連人材の発掘・育成・活躍促進に向けた目標・行動計画について記入してください。また、代表機関が、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人の場合は、当該目標・行動計画が中期目標・中期計画と関連していることを明記してください。

※中期目標・中期計画の該当部分を抜粋した上で、本申請書の参考資料として添付してください。

	取組の概要
	教育分野で活躍できるデータ関連人材の発掘・育成・活躍促進に向けて、研修プログラムや高等学校等への派遣等についてどのような取組を実施するのか記入してください。
特に、博士人材等に対するデータサイエンス等のスキル習得に取り組む大学が、地方公共団体(教育委員会)と連携し、高等学校段階でのAI、データサイエンス分野に関する教育内容を指導するに当たり必要な能力を身に着けさせる研修プログラムを開発実施するために、どのような取組を実施するのか記入してください。
連携する地方公共団体(教育委員会)における、特別非常勤講師制度を活用した博士人材等の採用など、多様な人材を教育現場で活用する将来的な仕組みの構築に向けてどのような取組を実施するのか記入してください。

※様式２の記述内容との整合性を確保してください。


２．連絡先等
	
	代表機関の
総括責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
	
	

	
	
	所属機関名
	
	

	
	
	役 職 名
	
	

	
	代表機関の実施責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
	
	

	
	
	役 職 名
	
	

	
	代表機関全体の事務連絡担当者

(当該担当者に審査結果等
すべての連絡をいたします)
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),担当者名)
	
	役職名
	
	

	
	
	所属組織･部署名
	
	

	
	
	  eq \o\ad(事務,　　　　　　　　)
  eq \o\ad(連絡先,　　　　　　　　)
 (当該担当者に審査結果等
 すべての連絡をいたします)
	 〒○○○－○○○○　○○県  ○市○○町○○－○○○－○
	

	
	
	
	 TEL.


	 FAX.


	

	
	
	
	 E-mail:
	

	
	代表機関における経理管理責任者
□


	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),責任者名)
	
	役職名
	
	

	
	
	所属組織･部署名
	
	

	
	代表機関全体の経理管理担当者

□
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),担当者名)
	
	役職名
	
	

	
	
	所属組織･部署名
	
	

	
	
	事　　務
 eq \o\ad(連絡先,　　　　　　　　)
	〒○○○－○○○○　○○県  ○市○○町○○－○○○－○
	

	
	
	
	TEL.
	FAX.
	

	
	
	
	E-mail:
	


※エントリー情報は原則として、申請後に公開します。公開に当たって、「代表機関における経理管理責任者」や「代表機関全体の経理管理担当者」に関する情報の公開を希望しない場合は、□にチェックしてください。
（様式２）

取組内容・詳細
○代表機関名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

○総括責任者名　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（実施予定期間：　令和2年度～令和7年度）

以下の項目ごとに整理して記述してください。なお、枚数制限は設けませんが、簡潔かつ明瞭に記述してください。
※記述に当たっては、本事業の公募要領や審査要領も参照し、審査等に必要な事項を含めるようにしてください。
１．実施体制等
（記述内容）

（１）事業実施体制

※代表機関及び連携機関における連携体制がわかる図も記載してください。その際、意思決定プロセスやマネジメント構造がわかるようなものとしてください。
※参画機関が参画する場合は、代表機関との役割分担・実施体制や連携協力がわかる図も記載してください。
（２）事業実施に係る資金計画

※事業実施に当たり、様式４に具体的な資金計画等について記載してください。
※審査に当たり、必要に応じて、代表機関の直近の財務諸表等の提出を求めることがあります。
２．目標・行動計画及びそれらに基づく取組の内容

（記述内容）

（１）組織としての目標の内容

※本プログラムの実施にあたり、目標の前提となる現状分析と、設定した目標について、具体的に記載してください。
※具体的な目標値を定めている場合は、記載してください。
※過去に関連する取組を実施している場合は、実績を踏まえつつ、さらにどのような取組を行うのか、記載してください。
※代表機関が、国立大学法人の場合は、当該目標が中期目標・中期計画と関連していることを明記してください。

※中期目標・中期計画の該当部分を抜粋した上で、本申請書の参考資料として添付してください。
（２）上記目標を達成するための行動計画の内容

※本プログラムで実施する取組の内容を具体的に記載してください。
※達成可能なものであるかについても記載してください。
※代表機関が、国立大学法人の場合は、当該行動計画が中期目標・中期計画と関連していることを明記してください。

※中期目標・中期計画の該当部分を抜粋した上で、本申請書の参考資料として添付してください。

（３）具体的な取組の内容
※様式３の記述内容との整合性を確保してください。
※記載に当たっては、以下の事項を含めてください。
　・連携体制の構築・運営、連携機関との協力等に関する取組
　・教育分野で活躍できるデータ関連人材育成のための研修プログラムの開発・実施（受講者の募集方法や、研修プログラムの具体的内容を含む）
　・受講者の高等学校等への派遣に関する取組
　・連携する地方公共団体(教育委員会)における、特別非常勤講師制度等を活用した博士人材等の採用に向けた取組

３．実施期間終了後の取組
※データ関連人材育成プログラムによる支援終了後、どのようにして、取組を発展させるのかについて記述してください。
４．関連する過去の取組状況
・代表機関及び連携機関において、これまでに本プログラムで実施する取組に関連する取組を実施したことがあれば記載してください。その際、取組実績等が分かる資料を別途添付することが可能です
　　 ・特にデータ関連人材の育成や博士人材等のキャリアパス多様化に関して、文部科学省及びその他省庁の補助金等により取り組んでいるものがあれば、補助金等名と取組概要を記述してください。
　　

５．データ関連人材の育成計画
※初年度は地方公共団体(教育委員会)との連携体制構築のため、育成計画については記載不要です。
	
	
	２年度目
	３年度目
	４年度目
	５年度目
	６年度目
	合計

	プログラム受講者
	○ 人
	○ 人
	○ 人
	○ 人
	○ 人
	○ 人

	高等学校等への派遣者
	○ 人
	○ 人
	○ 人
	○ 人
	○ 人
	○ 人


（様式３）

年次計画概要
○代表機関名　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

○総括責任者名　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（実施予定期間：　令和2年度～令和7年度）
	取組内容
	１年度目
	２年度目
	３年度目
	４年度目
	５年度目

	（例）

○連携体制の構築・運営に関する取組

○教育分野で活躍できるデータ関連人材育成のためのプログラム開発・実施

○プログラム受講者の高等学校等への派遣に関する取組

	
	
	
	
	

	プログラム受講者数


	○人


	○人


	○人


	○人


	○人




	取組内容
	６年度目

	○連携体制の構築・運営に関する取組

○教育分野で活躍できるデータ関連人材育成のためのプログラム開発・実施

○プログラム受講者の高等学校等への派遣に関する取組

	

	プログラム受講者数


	○人




（様式４）
所要経費の見込額
○代表機関名　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

○総括責任者名　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（実施予定期間：　令和2年度～令和7年度）

１―１．所要見込額（総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：（円）
	年　度
	R2年度
(１年度目)
	R3年度

(２年度目)
	R4年度
（３年度目）
	R5年度
(４年度目)
	R6年度
（５年度目）
	合計金額

（1～5年度目）

	所要見込額
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	事業実施費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	年　度
	R7年度
(６年度目)
	
	
	
	
	合計金額

（6年度目）

	所要見込額
（自己負担額）
	
	
	
	
	
	

	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	事業実施費
	
	
	
	
	
	


注）上記記載の金額は、あくまで計画であり、毎年度交付される補助金額を担保するものではありません。また、令和3年度以降の補助金については、財政事情等により減額する場合があります。
（様式４）
１－２．所要見込額（研修プログラムの開発・実施経費）　　　　　　　　　　　単位：（円）

	年　度
	R2年度
(１年度目)
	R3年度

(２年度目)
	R4年度
（３年度目）
	R5年度
(４年度目)
	R6年度
（５年度目）
	合計金額

（1～5年度目）

	所要見込額
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	事業実施費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	年　度
	R7年度
(６年度目)
	
	
	
	
	合計金額

（6年度目）

	所要見込額
（自己負担額）
	
	
	
	
	
	

	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	事業実施費
	
	
	
	
	
	


注）上記記載の金額は、あくまで計画であり、毎年度交付される補助金額を担保するものではありません。また、令和3年度以降の補助金については、財政事情等により減額する場合があります。
（様式４）
１－３．所要見込額（次代を担う高校生の育成に係る経費）　　　　　　　　　　単位：（円）
	年　度
	R2年度
(１年度目)
	R3年度

(２年度目)
	R4年度
（３年度目）
	R5年度
(４年度目)
	R6年度
（５年度目）
	合計金額

（1～5年度目）

	所要見込額
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	事業実施費
	
	
	
	
	
	

	補助金額
	
	
	
	
	
	

	自己負担額
	
	
	
	
	
	

	年　度
	R7年度
(６年度目)
	
	
	
	
	合計金額

（6年度目）

	所要見込額
（自己負担額）
	
	
	
	
	
	

	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	事業実施費
	
	
	
	
	
	


注）上記記載の金額は、あくまで計画であり、毎年度交付される補助金額を担保するものではありません。また、令和3年度以降の補助金については、財政事情等により減額する場合があります。
２－１．令和2年度所要額の内訳（総括表）　

代表機関名：　　　　　　　　　　

	所要見込額
	所要見込額の内訳

	
	補助金額
	自己負担額

	 Ａ 　　              　　　　（円）
	  Ｂ                   （円）
	 Ａ－Ｂ 　　　　　    （円）

	
	
	

	経費の内容
	金額（円）
	積算内訳（円）

	設備備品費


	
	※　記入例
【研修プログラム実施経費分】

書庫　一式　○○円

※設備備品の定義は、機関の規程等によるものとします。
※不動産及び不動産附帯設備の購入はできません（定義は機関の規程等によるものとします）。


	人件費

	
	※　記入例
【連携体制運営経費分】

・コーディネーター等雇用　○人×○円×○月＝○円
【研修プログラム実施経費分】

・研修支援者雇用　　○人×○円×○時＝○円



	事業実施費

（消耗品費）

（国内旅費）
（外国旅費）

（外国人等

招へい旅費）

（諸謝金）

（会議開催費）

（通信運搬費）

（印刷製本費）

（借損料）

（雑役務費）
（委託費）

（光熱水費）
	
	· 記入例

【連携運営経費分】

〈消耗品〉　消耗品一式　○円

〈通信運搬費〉インターネット利用料　○ヶ月×○円
〈借損料〉コンピュータ借料　○円×○ヶ月＝○円

〈雑役務費〉ＨＰ維持管理一式　○円
〈光熱水費〉電気料金　○ヶ月×○円＝○円

【研修プログラム実施経費分】
〈消耗品〉　消耗品一式　○円

〈国内旅費〉運営委員会委員　○人×○円（○○県）＝○円

〈外国人講師等招へい旅費〉　○人×○円（○○国）＝○円

〈諸謝金〉研修会講師　○人×○円＝○円

〈会議費〉飲食物等　○人×○円＝○円
※会議で供給する飲食物等は、各機関の規程等に従い必要最低限のものとします。ただし、アルコール類については、補助金からは支出できません。
〈印刷製本費〉意識啓発研修会配付資料　○円×○○部＝○円

〈借損料〉サーバ借料　○円×○ヶ月＝○円

〈雑役務費〉振込手数料　○円



	合計金額
	Ａ
	


注１）自己負担額には補助対象経費のうち補助金額以外の額を記入してください。
２）所要経費について、公募要領の別表を参考にして経費別に見込額を記入してください。
３）補助金を除く申請内容の実施に必要な経費は、審査の対象となります。
２―２．令和2年度所要額の内訳（研修プログラムの開発・実施経費）　 

	所要見込額
	所要見込額の内訳

	
	補助金額
	自己負担額

	 Ａ 　　              　　　　（円）
	  Ｂ                   （円）
	 Ａ－Ｂ 　　　　　    （円）

	
	
	

	経費の内容
	金額（円）
	積算内訳（円）

	設備備品費


	
	※　記入例
【研修プログラム実施経費分】

書庫　一式　○○円

※設備備品の定義は、機関の規程等によるものとします。
※不動産及び不動産附帯設備の購入はできません（定義は機関の規程等によるものとします）。


	人件費

	
	※　記入例
【連携体制運営経費分】

・コーディネーター等雇用　○人×○円×○月＝○円
【研修プログラム実施経費分】

・研修支援者雇用　　○人×○円×○時＝○円



	事業実施費

（消耗品費）

（国内旅費）
（外国旅費）

（外国人等

招へい旅費）

（諸謝金）

（会議開催費）

（通信運搬費）

（印刷製本費）

（借損料）

（雑役務費）
（委託費）

（光熱水費
	
	· 記入例

【連携運営経費分】

〈消耗品〉　消耗品一式　○円

〈通信運搬費〉インターネット利用料　○ヶ月×○円
〈借損料〉コンピュータ借料　○円×○ヶ月＝○円

〈雑役務費〉ＨＰ維持管理一式　○円
〈光熱水費〉電気料金　○ヶ月×○円＝○円

【研修プログラム実施経費分】
〈消耗品〉　消耗品一式　○円

〈国内旅費〉運営委員会委員　○人×○円（○○県）＝○円

〈外国人講師等招へい旅費〉　○人×○円（○○国）＝○円

〈諸謝金〉研修会講師　○人×○円＝○円

〈会議費〉飲食物等　○人×○円＝○円
※会議で供給する飲食物等は、各機関の規程等に従い必要最低限のものとします。ただし、アルコール類については、補助金からは支出できません。
〈印刷製本費〉意識啓発研修会配付資料　○円×○○部＝○円

〈借損料〉サーバ借料　○円×○ヶ月＝○円

〈雑役務費〉振込手数料　○円



	合計金額
	Ａ
	


注１）自己負担額には補助対象経費のうち補助金額以外の額を記入してください。
２）所要経費について、公募要領の別表を参考にして経費別に見込額を記入してください。

３）補助金を除く申請内容の実施に必要な経費は、審査の対象となります。
２－３．令和2年度所要額の内訳（次代を担う高校生の育成に係る経費）　

	所要見込額
	所要見込額の内訳

	
	補助金額
	自己負担額

	 Ａ 　　              　　　　（円）
	  Ｂ                   （円）
	 Ａ－Ｂ 　　　　　    （円）

	
	
	

	経費の内容
	金額（円）
	積算内訳（円）

	設備備品費


	
	※　記入例
【研修プログラム実施経費分】

書庫　一式　○○円

※設備備品の定義は、機関の規程等によるものとします。
※不動産及び不動産附帯設備の購入はできません（定義は機関の規程等によるものとします）。


	人件費

	
	※　記入例
【連携体制運営経費分】

・コーディネーター等雇用　○人×○円×○月＝○円
【研修プログラム実施経費分】

・研修支援者雇用　　○人×○円×○時＝○円



	事業実施費

（消耗品費）

（国内旅費）
（外国旅費）

（外国人等

招へい旅費）

（諸謝金）

（会議開催費）

（通信運搬費）

（印刷製本費）

（借損料）

（雑役務費）
（委託費）

（光熱水費
	
	· 記入例

【連携運営経費分】

〈消耗品〉　消耗品一式　○円

〈通信運搬費〉インターネット利用料　○ヶ月×○円
〈借損料〉コンピュータ借料　○円×○ヶ月＝○円

〈雑役務費〉ＨＰ維持管理一式　○円
〈光熱水費〉電気料金　○ヶ月×○円＝○円

【研修プログラム実施経費分】
〈消耗品〉　消耗品一式　○円

〈国内旅費〉運営委員会委員　○人×○円（○○県）＝○円

〈外国人講師等招へい旅費〉　○人×○円（○○国）＝○円

〈諸謝金〉研修会講師　○人×○円＝○円

〈会議費〉飲食物等　○人×○円＝○円
※会議で供給する飲食物等は、各機関の規程等に従い必要最低限のものとします。ただし、アルコール類については、補助金からは支出できません。
〈印刷製本費〉意識啓発研修会配付資料　○円×○○部＝○円

〈借損料〉サーバ借料　○円×○ヶ月＝○円

〈雑役務費〉振込手数料　○円



	合計金額
	Ａ
	


注１）自己負担額には補助対象経費のうち補助金額以外の額を記入してください。
２）所要経費について、公募要領の別表を参考にして経費別に見込額を記入してください。

３）補助金を除く申請内容の実施に必要な経費は、審査の対象となります。
（様式５）
※いつ、どのような取組を実施するのかを記載してください。

















※申請の概要を示す図（ポンチ絵）を作成してください。
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（代表機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


